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①

支援職員制度導入が

「同一労働同一賃金」
対応の為というのは
7/14 団交報告　理事が交渉経過無視の騙し討ち回答 !

1．時間雇用教職員（従来制度）と支援職員を共通し

た基準による評価制度を導入し、時間雇用教職員

（従来制度）の支援職員への登用を進めること。

2．時間雇用教職員（従来制度）で採用されている者

については、2022 年 10 月以降も例外措置の適用

を可能とすること。

3．支援職員制度の導入について、全ての教職員が参

加可能な説明会を開催すること。

４．時間雇用教職員から支援職員への登用に際して

生じるテニュアトラック（有期雇用期間）後の選

考により不採用とした場合、既に行使している無

期転換権を失効させる取り扱いをやめること。

５．支援職員採用にあたっての 1 年間のテニュアト

ラック期間は、京都大学での勤務歴のない新規採

用者に限定し、現に勤務している教職員からの登

用する場合には適用しないこと。

６．光熱費の高騰により研究室等への配分が減額さ

れ、支援職員の採用や時間雇用教職員の雇用継続

に悪影響が及んでいる部局が見られるため、部局

に光熱費高騰相当の資金援助を行うこと。
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団体交渉でとりあげた要求事項



②

（1）支援職員は新たに設けた新

規採用する職種であり、時間雇

用教職員を移行させるものでは

ない。

（2）現在の時間雇用教職員の待

遇は、判例に照らしても同一労

働同一賃金原則に適っており、

少な くとも反していない。

驚愕の理事回答

　もはや、どこから突っ込んでよいのやら、分から

なくなるほど唖然とする回答です。職員組合は、京

大法人が今年４月に「支援職員制度」を提示してか

ら、団体交渉を始めているわけではありません。

　遡れば、法人化以前、京都大学に「時間雇用」と

いう雇用形態の教職員が採用され始めた 1980 年代

から、その待遇改善を求め続けています。差し当た

り直近の案件としては、2021 年 3 月 25 日に実施

した団体交渉（以後、「3.25 団交」と略）で、職員

組合が、時間雇用教職員の給与ベースアップ、定期

昇給、扶養手当・ボーナス支給を求めた団体交渉に

おける理事の回答を受けて、今回の支援職員にかか

る団体交渉があります。3.25 団交の要求は、2020

年 10 月に最高裁が非正規労働者の賞与、手当、休

暇の格差を不合理とした判例（大阪医科薬科大学事

件、日本郵便事件）を要求趣旨に盛り込んだ上で団

体交渉に臨んでいるのです。

　3.25 団交において、職員組合が時間雇用教職員

の待遇改善の具体的時期を迫り、その交渉の席に対

応した前任の平井理事は、

といった回答をしていたのです。つまり、職員組合

の時間雇用教職員の待遇改善要求に対して現在検討

中であるから少し待つようにと回答したのです。

　その後、2021年4月13日の部局⾧会議において、

「教員の事務負担軽減策（時間雇用職員制度の見直

し）に関する検討結果（概要）」が示され、現在導

入が進められている支援職員が「新設職」として提

示され、その導入の背景として「教員の事務負担軽

減」と「同一労働同一賃金への対応」が謳われており、

部局⾧会議でもその旨の説明がなされていました。

　2021 年度中も、職員組合は、新設職（支援職員）

の対象業務の拡大を求め、現に勤務している時間雇

用教職員への手当支給も要求する団体交渉を実施し

ています。これに対して平井前理事は、「今回もこ

れ（新設職の導入）に合わせて時間雇用職員に対し

ても扶養手当の問題ですとか、住宅手当の問題、こ

れについて、合わせて改善できる様に検討を進めて

るところでございます。」と発言し、2020 年 10 月

最高裁判決を背景趣旨とした組合要求に呼応する回

答をしていたのです。こうした経過を踏んできた今

回の団体交渉の場において、串田理事は左記の回答

を言い放ったのです。

　こんな回答をされては、信頼関係もなにもあった

ものではありません。京大法人は、職員組合の時間

雇用教職員の待遇改善要求に対して、時間雇用教職

員に関係しない支援職員制度が検討中であることを

理由に、1 年以上も団体交渉の遅延行為をしてきた

ことになります。しかも、その間に実施した団体交

渉において、時間雇用教職員の待遇に同一労働同一

賃金にかかる問題が存在することを示唆する発言を

織り交ぜて無為な交渉を重ねさせた末に、支援職員

制度導入直前にして真相を告げる騙し討ちです。こ

れは、極めて不誠実な交渉態度であり、明白に「不

誠実交渉」に類型される不当労働行為というべきも

のです。職員組合としては、より厳重な対応を選択

せざるを得ません。



③

　そして問題は、これだけに止まりません。有期雇

用を繰り返し 5 年を越え無期転換権を得て行使した

時間雇用教職員の方が支援職員に応募し採用された

場合、最初の 1 年間のテニュアトラック（試用の有

期雇用期間）の後に雇止めされるかもしれない罠が

仕掛けられているのです。今回の団体交渉要求の 4．

の要求趣旨で述べていますが、大学側は、既に無期

転換権を行使している時間雇用教職員が支援職員に

採用されると無期労働契約が解約されること、及び

無期労働契約としての時間雇用教職員の期間が6ヶ

支援職員への登用に雇止めの罠
月を超える場合、無期転換する前の有期労働契約の

期間がクーリングされることについて同意書を求め

ています。これは、無期転換ルールを定めた労働契

約法 18 条の有期雇用期間の通算方法の規定によるも

ので「クーリング期間」とも呼ばれます。有期労働

契約と次の有期労働契約の「間隔」が 6ヶ月を超え

る場合、前後の有期労働契約期間は無期転換権を得

るための期間として通算されません。この「間隔」は、

同一の使用者との有期労働契約でなければ足り、同

一の使用者であっても6ヶ月を越える「無期労働契約」

期間はクーリング要件を満たします【図 3】。これに

より、支援職員のテニュアトラック後に雇用継続が

認められない場合は、雇止めになってしまいます。
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　一方で、無期転換権が発生していても、権利行使

していない時間雇用教職員の方は、仮に支援職員の

試用期間を経て継続雇用が認められなかった場合

も、その時点で無期転換権を行使することで、雇止

めを回避することができるのです【図 4】。これは、

既に無期転換権を行使している方を不利益に扱う差

別採用であるか、無期転換権の行使を妨げる違法行

為か、あるいは、無期労働契約になっている時間雇

用教職員を雇止めしようとする罠か、無期労働契約

の時間雇用教職員が支援職員に応募することを萎縮

させる嫌がらせか、いずれにせよ悪意に満ちた登用

制度であると言わざるを得ません。団体交渉で法人

側は「そのような意図はない」と述べていますが、

左ページのような交渉態度が、私たちにこのような

不信感を抱かせていることを、よくよく考えるべき

でありましょう。

権利行使をしなければ無期労働

契約にはならない。

無期労働
契約解約
↓



申込日　　  年　　月　　日

ふりがな 性別 生年月日

京都大学職員組合　加入申込書

所属部局： 部署：

職種／職名： 　　(例：教員／准教授) 

雇用形態：　□常勤　□有期雇用　□時間雇用　□再雇用　□その他（　　　　　　　　

組 合 費：　■給与控除 (通常はこちら）　□給与控除以外の徴収法を希望(　　　　　　)

E-mail： ＠

京都大学職員組合 事務所
〒606-8317京都市左京区吉田本町

TEL：075-761-8916

FAX：075-751-8365

内線：7615(本部地区)

Email：office@g.kyodai-union.gr.jp

URL：http://www.kyodai-union.gr.jp

あなたも組合に！あなたも組合に！

FAX:075-751-8365
http://join.kyodai-union.gr.jp

ご記入頂いた事項は「個人情報
の保護に関する法律」を遵守
し、組合活動情報のご提供、組
合費徴収などの事務のために適
切な取り扱いをいたします。

④

　前頁の問題の根幹は、⾧年勤務してきた時間雇

用教職員を支援職員に採用する際にまでテニュア

トラックを設けていることです。特に、部局推薦

型の支援職員採用にあっては、これまで⾧期に業

務に当たってきた実績ある時間雇用教職員を部局

の財源で採用するにもかかわらず、テニュアト

ラックを強制する意味がわかりません。時間雇用

教職員からの支援職員採用にテニュアトラックを

不要にすることも含めて、職員組合は採用基準を

明確にすることを要求していますが、京大法人は

交渉で採用基準を示すことなく 10 月からの支援

職員採用に突っ走ろうとしています。

時間雇用教職員から支援職員への採用

にテニュアトラックは不要だ

例外措置を今年 10 月で廃止すれば、

労働者派遣の受け入れ増加を招く

　京大法人は「支援職員への移行を進めるために、

例外措置は継続しない」と回答していますが、現

時点で支援職員の通常採用募集で示されているの

は吉田地区事務部門で約15名、研究室等（8 件）

でそれぞれ若干名の募集があるだけです。それに

対して、10 月以降に 5 年の雇止め満期を迎える

現制度の時間雇用教職員は、確実にその人数を上

回ります。しかし、10 月以降に採用できる新制

度の時間雇用教職員の雇用期間は 1 年以内とさ

れているのです。これでは職場が回らなくなりま

す。それを埋め合わせるために、3 年間同一の人

に勤務してもらえる労働者派遣の受け入れを増や

さざるを得なくなることは必定です。現に、退職

や雇い止めで時間雇用教職員の欠員が生じても補

充採用をせず、労働者派遣で繋ぐ動きを職員組合

は把握しています。支援職員の導入は、非正規労

働者の待遇改善や同一労働同一賃金の対応ではな

く、労働者派遣事業者を儲けさせるための方便

だったのではないかと疑いたくなります。

光熱費高騰については必要な対策を

検討すると回答

　理学研究科教員の林委員⾧は、特に理系分野で

は光熱費の高騰により、研究室予算が圧迫され、

基盤経費か研究費かのどちらかを削ることを迫ら

れている。基盤経費を削ることになれば、研究室

で働いてもらっている時間雇用教職員の方の雇用

維持ができなくなる、と研究現場の実情を訴え、

対策を求めました。

　これに対して、法人側は光熱費の高騰は本学の

財務運営に強いインパクトがある。5/31に「電気

及びガスの料金高騰に関する本学への影響に関し

て」という通知を出し、健康・安全・教育・研究

に支障のない範囲での節電をお願いしている。こ

うした取り組みや部局の状況を注視しながら、必

要な対応を検討していく旨の回答がなされました。


